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新潟港ＣＮＰ検討会構成員の追加について 

 

１．追加構成員名（順不同） 

・ 愛宕商事 株式会社 

・ 伊藤忠商事 株式会社 

・ 伊藤忠プランテック 株式会社 

・ 佐渡汽船 株式会社 

・ 新日本海フェリー 株式会社 

・ 三井物産 株式会社 

 

２．追加理由 

国際物流の結節点かつ産業拠点である新潟港において、脱炭素化に配慮した港湾機

能の高度化等を通じた「カーボンニュートラルポート」の形成を目指すためには、

官民一体となった取組を図る必要がある。「カーボンニュートラルポート（CNP）の

形成に向けた施策の方向性 中間とりまとめ（2021年8月）」においても、「水素等

サプライチェーンの拠点としての受入環境の整備」や「港湾地域の面的・効率的な

脱炭素化」だけでなく、ESG投資などの「グリーンマーケティング」や「民間投資の

喚起」、「導入技術等についてのロードマップ」の重要性が明記されている。今

後、これらの課題への対応を円滑に進め、それぞれの取組に面的な広がりを持たせ

る観点から、新潟港CNP検討会へ参加希望のあった事業者等に新たにご参画頂くもの

である。 

 

【 参 考 】 

-----------新潟港カーボンニュートラルポート検討会開催要綱（抜粋）----------- 

   第２条 検討会は、別表に掲げる構成員等をもって構成する。 

   二 検討会の座長は北陸地方整備局次長、副座長は新潟県交通政策局長とする。 

   三 構成員等の追加等は、事務局からの申し出に基づき、座長が決定する。 

----------------------------------------------------------------------------- 

 

３．新潟港カーボンニュートラルポート検討会開催要綱（別表）の改訂について 

 新潟港カーボンニュートラルポート検討会に新たな構成員の追加等を行うため、

要綱の改訂及び構成員名簿の別表を変更する。 
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新潟港カーボンニュートラルポート検討会開催要綱 

 

（趣旨） 

第１条 国際物流の結節点かつ産業拠点である新潟港において、脱炭素化に配慮した港

湾機能の高度化等を通じて「カーボンニュートラルポート」を形成し、水素・アンモ

ニア等の大量・安価な輸入を可能とするとともに、我が国全体の脱炭素社会の実現に

貢献するため、「新潟港カーボンニュートラルポート検討会」（以下「検討会」という。）

を開催し、次世代エネルギーの需要や利活用方策、港湾の施設の規模・配置等につい

て検討を行う。 

 

（構成） 

第２条 検討会は、別表に掲げる構成員等をもって構成する。 

二 検討会の座長は北陸地方整備局次長、副座長は新潟県交通政策局長とする。 

三 構成員等の追加等は、事務局からの申し出に基づき、座長が決定する。 

 

 （座長） 

第３条 座長は、会務を統括し、検討会を代表する。 

  

（検討会の取扱い） 

第４条 検討会の取扱いは、以下によるものとする。 

 二 検討会は、構成員の自由な議論を担保する観点等から、原則として非公開とする。 

 三 議事次第は、会議終了後に公開する。 

 四 議事次第以外の配布資料の公開又は非公開の判断は、資料作成者と事務局が協議

のうえ、事務局が行う。 

 五 検討会の議事は、会議終了後に発言者が特定されない形で、概要のみ公開する。 

 

（秘密保持） 

第５条 検討会の構成員及び参加者は、検討会で知り得た情報（前条の規定により公開

された議事次第、配布資料及び議事概要を除く。）を外部に漏らし、又は無断で使用し

てはならない。 

 

（事務局） 

第６条 検討会に係る事務は、新潟市、聖籠町（地元自治体）の協力を得て、北陸地方

整備局港湾空港部及び新潟県（港湾管理者）が処理する。 

 

（附則） 

この要綱は、令和３年１月２６日から施行する。 

（附則） 

この要綱は、令和３年９月１７日から施行する。 
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別表（令和 3年 11 月 26 日現在） 
 

新潟港カーボンニュートラルポート(CNP)検討会 構成員名簿（案） 
 

（順不同） 
 

（構成員） 
株式会社ＩＨＩ 
青木環境事業株式会社 
愛宕商事株式会社 
伊藤忠商事株式会社 
伊藤忠プランテック株式会社 
岩谷産業株式会社 
ＥＮＥＯＳ株式会社 
グローバルウェーハズ･ジャパン株式会社 
サトウ食品株式会社 
佐渡汽船株式会社 
新日本海フェリー株式会社 
石油資源開発株式会社 
全農サイロ株式会社 
株式会社大光銀行 
株式会社第四北越銀行 
東北電力株式会社 
株式会社新潟国際貿易ターミナル 
新潟石油共同備蓄株式会社 
日本エア・リキード合同会社 
日本海曳船株式会社 
日本海エル・エヌ・ジー株式会社 
日本貨物鉄道株式会社 
株式会社日本政策投資銀行 
日本通運株式会社 
富士運輸株式会社 
北越コーポレーション株式会社 
北陸ガス株式会社 
株式会社三井Ｅ＆Ｓマシナリー 
三井物産株式会社 
三菱ガス化学株式会社 
株式会社リンコーコーポレーション 
一般社団法人新潟県商工会議所連合会 
公益社団法人新潟県トラック協会 
新潟市 
聖籠町 

 
（オブザーバー） 

北陸信越運輸局 
関東経済産業局 
新潟カーボンニュートラル拠点化・水素利活用促進協議会事務局 

 
（事務局） 

北陸地方整備局港湾空港部 
新潟県交通政策局 


